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４．震源断層を特定した地震動予測地図の成果と課題 

  

 地震調査委員会では、ここまでに紹介したように、14件の強震動評価、および２件の強震動予測

手法の検証を実施してきた。ここでは、震源断層を特定した地震動予測地図の作成を通じて、これ

までに得られた成果、および今後の課題について述べる。 

 

4.1 これまでに得られた成果 

 

まず始めに､「詳細法」による強震動予測手法の高度化によって、以前は非常に困難であった震源

断層の破壊過程等、対象とする地震固有の特性や、対象地域の三次元的な地下構造における揺れ方

の特性を考慮した、地震波形による精度の高い強震動予測が、面的かつ広域で行えるようになった

ことが大きな成果として挙げられる。例えば、平成16年（2004年）新潟県中越地震では、断層から

ほぼ等距離にある観測点でも、断層の上盤側と下盤側では観測された最大速度が大きく異なる結果

が得られているが、「詳細法」では、このような現象を説明することも可能となってきている。ま

た、「詳細法」では、一般住宅から超高層建物まで、固有の揺れの周期（固有周期）に幅（0.1秒～

10秒程度）がある種々の構造物の地震時における応答を精度良く予測するための、広い周期帯域に

わたる精度の高い強震動予測ができる。構造物の設計用の入力地震動として、このような地域特性

を反映した地震波形を適用することにより、構造物の合理的な耐震設計が可能となることからもそ

の貢献度は高い。 

 次に､これまで実施した14件の強震動評価では、「詳細法」により、面的な強震動予測が精度良く

行えるようになったことから、それぞれの震源断層において地震が発生した場合に､どの地域が強い

揺れに見舞われるか、その原因は何かについて、詳細に把握することが出来たことが挙げられる。

例えば、強い地震波は、主にアスペリティから放出されることや、ディレクティビティ効果の大小

が、破壊開始点とアスペリティの位置、さらにはこれらと予測地点との位置関係により決定される

こと、あるいは、「深い地盤構造」の三次元的な影響や､「浅い地盤構造」を含めた地盤条件により

強震動予測結果は異なることが分かってきた。 

 一方、「レシピ」については、種々の改良が行われた。例えば、「浅い地盤構造」の増幅率の推

定式の変更や長大な断層に対する微視的パラメータの設定法などが挙げられ、これらは強震動分野

における研究の進歩によるところが大きい。また、予測手法の検証という観点から、活断層で発生

する地震に対しては平成12年（2000年）鳥取県西部地震、海溝型地震に対しては平成15年（2003年）

十勝沖地震を対象として、「レシピ」に従った両地震のシミュレーション解析を実施し、それらの

結果を地震観測記録と比較した。これより、「レシピ」の適用性を明確にすると共に、残された課

題を抽出することができた。 

阪神・淡路大震災（平成７年兵庫県南部地震）においては、「震災の帯」の原因解明が盛んに研

究され、堆積盆地端部におけるエッジ効果28など、「深い地盤構造」の三次元的な影響を考慮する必

要性が明らかとなるとともに、種々の理論的手法による三次元地震動シミュレーション解析技術も

高度化された。地震調査委員会においても、三次元地震動シミュレーション解析手法（差分法）を

積極的に取り込み、より精度の高い強震動予測を実施することを可能とした。 

また、予測結果の動画表示は、断層の破壊による地震生成から、地下構造での増幅を経て、逸散

していくまでの過程を視覚的に捉えることができるため、地震現象の理解には非常に有効な道具で

ある。 

 

 

                                                  
28 堆積盆地内では、盆地の端部で発生し地表面に沿って伝播する波と下方から伝播した波が重なり合い、その結果、

盆地端部付近で揺れの振幅が局所的に増大する。このような増幅効果がエッジ効果と呼ばれている。 
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4.2 今後に向けて 

 

 ここでは、震源断層を特定した地震動予測地図の精度向上や「レシピ」の高度化に向けた課題と

展望について述べる。 

 

4.2.1 「レシピ」の改良 

 

 「レシピ」の改良・高度化に関する課題を簡単にまとめる。まず、特性化震源モデルについては、

震源断層パラメータの不確定性に伴う強震動予測結果のばらつきを把握することの必要性や、長大

な断層、活断層で発生するひとまわり小さい地震の特性化震源モデルの設定方法の検討が課題とし

て挙げられる。また、海溝型地震については、地震規模が大きく、広帯域の地震波が発生すること

から、そのような地震波を生成できる特性化震源モデルを設定する必要がある。地下構造モデルに

対する課題としては、地域的な減衰特性のモデル化方法の検討や、「深い地盤構造」に対する三次

元地下構造モデルと「浅い地盤構造」に対する非線形特性を含む地下構造モデルの強震動予測に適

したモデルへの再構築や精度の向上が挙げられる。また、より細かい高密度な予測地図作成のため

の方法論の検討も重要である。また、そのための計算手法の高度化や計算処理の高速化も課題であ

る。 

 

4.2.2 強震動予測結果、およびこれに用いたデータの工学的利用 

 

強震動予測結果、震源断層パラメータ、地下構造データは、一般に公開し、広く利用されること

が重要である。このため、蓄積されたデータのデータベース化、およびその利用環境の整備が今後

の課題である。また、これに並行して、地域の防災担当者や構造物設計者などによる利用を促進す

ることも必要である。 

 

4.2.3 強震動評価を行っていない活断層、海溝域周辺で発生する地震に対する強震動評価 

 

これまでに強震動評価部会が評価を実施し、公表した強震動評価結果は、検証を含めて、海溝型

地震が４件、活断層で発生する地震が12件である。主要98断層帯には、発生確率が相対的に高いも

ので未評価のものが残されており、今後は、「レシピ」の改良結果、地下構造モデルの再構築結果

等を適宜取り込みながら、強震動評価を行うことを考えていく必要がある。また、平成16年（2004
年）新潟県中越地震のように、主要98断層帯以外の活断層や固有地震規模よりひとまわり小さい地

震に対しても、必要に応じて強震動評価を実施することも重要である。海溝型地震では、例えば、

日本海東縁の地震やプレート内地震（スラブ内地震）等の強震動評価についても、「レシピ」の構

築も含めて強震動評価の対象としていく必要がある。   

平成15年（2003年）十勝沖地震を契機として長周期地震動に対する構造物の耐震安全性照査の重

要性が改めて見直されてきている。また、東海地震、東南海地震、南海地震の発生が危惧されてい

ることから、長周期成分を精度よく予測するためのモデル化、計算手法等の改良を早急に進め、東

海地震、東南海地震、南海地震における長周期地震動の予測を行うことも急務である。 

 また、強震動予測手法の検証という観点からは、宮城県沖地震、三陸沖北部や日向灘の地震を想

定した強震動評価で実施したように、地震観測記録が残されている過去の地震の再現を行うことも

重要な検討課題である。 
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付録１．「簡便法」による主要98断層帯、および海溝型地震の震源断層を特定した地震動予測地図 

 

主文２章でも述べたように、地震調査委員会では主要98断層帯、および海溝型地震の地震発生確

率について評価しており、「確率論的地震動予測地図」では、「簡便法」とその推定値のばらつき

を考慮した手法によりこれらの断層帯や海溝域周辺で発生する地震に対する地震動の揺れの強さを

評価している。ここでは、主要98断層帯の各断層帯で発生する地震、および海溝型地震に対する「簡

便法」による強震動予測結果を紹介する。付図1-1に「簡便法」による強震動予測手法のフローを示

す。設定した震源断層モデルの位置図を、主要98断層帯については付図1-2に、海溝型地震について

は付図1-3に示す。また、付表1-1に主要98断層帯、付表1-2に海溝型地震のリストと計算に用いた諸

元を示す。付図1-4に主要98断層帯で発生する地震、付図1-5に海溝型地震に対する「簡便法」によ

る震度分布図を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

付図1-1 「簡便法」による強震動予測のフロー 
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付図1-2 主要98断層帯の震源断層の位置図 
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付図1-3 海溝型地震の震源断層の位置図 
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付表1-1(1) 主要98断層帯で発生する地震の強震動計算に用いた諸元 

 

Ｎｏ． 主要98断層帯名称
断層帯
断層数

計算断
層数

強震動予測を行った
断層帯名

 計算深
さ(GL-
km）

Mj(詳細
法実施
地点は

Mw)

計算断層
整理番号
（付図1－4

参照）

1 標津断層帯 1 1 標津断層帯 9.6 7.7 1-1
1 十勝平野断層帯主部 11.7 8.0 2-1
1 光地園断層 11.7 7.2 2-2
1 富良野断層帯西部 9.6 7.2 3-1
1 富良野断層帯東部 9.6 7.2 3-2

1 1 増毛山地東縁断層帯 11.7 7.8 4-1
1 1 沼田－砂川付近の断層帯 11.7 7.5 4-2

5 当別断層 1 1 当別断層 11.4 7.0 5-1
15.5
15.5

1 1 石狩低地東縁断層帯南部 16.4 7.1 6-2
7 黒松内低地断層帯 1 1 黒松内低地断層帯 9.6 7.3 7-1
8 函館平野西縁断層帯 1 1 函館平野西縁断層帯 10.4 7.3 8-1
9 青森湾西岸断層帯 1 1 青森湾西岸断層帯 9.0 7.3 9-1

1 1 津軽山地西縁断層帯北部 9.6 6.8 10-1
1 1 津軽山地西縁断層帯南部 9.6 7.1 10-2

11 折爪断層 1 1 折爪断層 9.6 7.7 11-1
12 能代断層帯 1 1 能代断層帯 9.6 7.1 12-1
13 北上低地西縁断層帯 1 1 北上低地西縁断層帯 10.5 7.8 13-1

1 1 雫石盆地西縁断層帯 9.6 6.9 14-1
1 真昼山地東縁断層帯北部 9.2 7.0 14-2
1 真昼山地東縁断層帯南部 9.6 6.9 14-3
1 横手盆地東縁断層帯北部 8.9 7.2 15-1
1 横手盆地東縁断層帯南部 9.6 7.3 15-2

16 北由利断層 1 1 北由利断層 11.7 7.3 16-1
17 新庄盆地断層帯 1 1 新庄盆地断層帯 10.4 7.1 17-1

10.0
10.0

19 庄内平野東縁断層帯 1 1 庄内平野東縁断層帯 11.7 7.5 19-1
20 長町－利府線断層帯 1 1 長町－利府線断層帯 8.1 7.5 20-1
21 福島盆地西縁断層帯 1 1 福島盆地西縁断層帯 9.2 7.8 21-1
22 長井盆地西縁断層帯 1 1 長井盆地西縁断層帯 9.6 7.7 22-1
23 双葉断層 1 1 双葉断層 9.0 7.5 23-1

1 会津盆地西縁断層帯 9.6 7.4 24-1
1 会津盆地東縁断層帯 9.6 7.7 24-2

25 櫛形山脈断層帯 1 1 櫛形山脈断層帯 9.6 6.8 25-1
26 月岡断層帯 1 1 月岡断層帯 9.1 7.3 26-1
27 長岡平野西縁断層帯 1 1 長岡平野西縁断層帯 14.6 8.0 27-1
28 東京湾北縁断層
29 鴨川低地断層帯 1 1 鴨川低地断層帯 9.0 7.2 29-1
30 関谷断層 1 1 関谷断層 8.9 7.5 30-1

1 1 関東平野北西縁断層帯主部 13.8 8.0 31-1
1 1 平井－櫛挽断層帯 11.5 7.1 31-2

32 元荒川断層帯
33 荒川断層
34 立川断層帯 1 1 立川断層帯 10.5 7.4 34-1
35 伊勢原断層 1 1 伊勢原断層 9.6 7.0 35-1

6.5
8.0
8.0

津軽山地西縁断層帯

増毛山地東縁断層帯・沼田
－砂川付近の断層帯

石狩低地東縁断層帯6

4

10

7.5神縄・国府津－松田断層帯

詳細法で実施した断層帯

評価しない（断層と認められない）断層帯

神縄・国府津－松田断層帯3

会津盆地西縁・東縁断層帯

15 横手盆地東縁断層帯

18 山形盆地断層帯

24

2

3 富良野断層帯 2

2

2
14

雫石盆地西縁－真昼山地
東縁断層帯

2 十勝平野断層帯 2

3

2

2

31

36

関東平野北西縁断層帯

2

2

6-1

18-1

石狩低地東縁断層帯主部

山形盆地断層帯 7.1

7.3

36-1
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付表1-1(2) 主要98断層帯で発生する地震の強震動計算に用いた諸元 

 

Ｎｏ． 主要98断層帯名称
断層帯
断層数

計算断
層数

強震動予測を行った
断層帯名

 計算深
さ(GL-
km）

Mj(詳細
法実施
地点は

Mw)

計算断層
整理番号
（付図1－4

参照）

1 1
三浦半島断層群主部
衣笠・北武断層帯

9.2 6.7 37-1

1 1
三浦半島断層群主部
武山断層帯

9.2 6.5 37-2

1 1 三浦半島断層群南部 10.5 7.0 37-3
38 北伊豆断層帯 1 1 北伊豆断層帯 6.5 7.3 38-1

1 十日町断層帯西部 9.6 7.4 39-1
1 十日町断層帯東部 9.6 7.0 39-2

40
信濃川断層帯（長野盆地西
縁断層帯）

1 1 長野盆地西縁断層帯 9.6 7.8 40-1

10.5
10.5
10.5
10.5

42
糸魚川－静岡構造線断層
帯南部

1 1
糸魚川－静岡構造線断層帯
南部

10.5 7.3 42-1

43 富士川河口断層帯 1 1 富士川河口断層帯 6.5 8.0 43-1
11.4
11.5

1 1
木曽山脈西縁断層帯主部南
部

11.5 6.3 45-2

1 1 清内路峠断層帯 11.5 7.4 45-3
1 境峠・神谷断層帯主部 9.0 7.6 46-1
1 霧訪山－奈良井断層帯 9.0 7.2 46-2

47 跡津川断層帯 1 1 跡津川断層帯 9.0 7.9 47-1
1 1 国府断層帯 10.0 6.6 48-1
1 1 高山断層帯 10.0 6.9 48-2
1 1 猪之鼻断層帯 10.0 6.5 48-3

49 牛首断層帯 1 1 牛首断層帯 9.0 7.7 49-1
50 庄川断層帯 1 1 庄川断層帯 9.0 7.9 50-1

1 1 伊那谷断層帯境界断層 10.4 7.7 51-1
1 1 伊那谷断層帯前縁断層 10.5 7.8 51-2
1 1 阿寺断層帯主部北部 9.0 6.9 52-1
1 1 阿寺断層帯主部南部 9.0 7.8 52-2
1 1 佐見断層帯 9.0 7.2 52-3
1 1 白川断層帯 9.0 7.3 52-4
1 1 屏風山断層帯 11.5 6.8 53-1
1 1 赤河断層帯 9.0 7.1 53-2

11.4
11.5
11.7
11.7
11.5
11.7

55 邑知潟断層帯 1 1 邑知潟断層帯 11.5 7.6 55-1
1 1 砺波平野断層帯西部 12.1 6.8 56-1

12.1
12.1

1 1 呉羽山断層帯 12.1 6.9 56-3
57 森本・富樫断層帯 1 1 森本・富樫断層帯 11.7 6.6 57-1

1 福井平野東縁断層帯主部 9.1 7.6 58-1
1 福井平野東縁断層帯西部 9.0 7.1 58-2

59 長良川上流断層帯 1 1 長良川上流断層帯 9.0 7.3 59-1

37

6.8

7.7

7.5

7.4

7.4

2

詳細法で実施した断層帯
評価しない（断層と認められない）断層帯

58 福井平野東縁断層帯

51

48

砺波平野断層帯・呉羽山断
層帯

56

54 猿投山断層帯
2

2

52 阿寺断層帯

46 境峠・神谷断層帯

2
木曽山脈西縁断層帯主部北
部

恵那山－猿投山北断層帯

2

糸魚川－静岡構造線断層帯
北部・中部

2

4

三浦半島断層群

7.7猿投－高浜断層帯

4

2

木曽山脈西縁断層帯

糸魚川－静岡構造線断層
帯北部・中部

十日町断層帯

2

2

53 屏風山・恵那山断層帯

伊那谷断層帯

高山・大原断層帯

39

45

41

加木屋断層帯

2

2

2

砺波平野断層帯東部2

41-1

45-1

53-3

53-4

53-5

56-2
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付表1-1(3) 主要98断層帯で発生する地震の強震動計算に用いた諸元 

 

Ｎｏ． 主要98断層帯名称
断層帯
断層数

計算断
層数

強震動予測を行った
断層帯名

 計算深
さ(GL-
km）

Mj(詳細
法実施
地点は

Mw)

計算断層
整理番号
（付図1－4

参照）

1 温見断層北西部 9.0 6.8 60-1
1 温見断層南東部 9.0 7.0 60-2

1
濃尾断層帯主部根尾谷断層
帯

9.0 7.3 60-3

1 濃尾断層帯主部梅原断層帯 11.5 7.4 60-4

1
濃尾断層帯主部三田洞断層
帯

11.5 7.0 60-5

1 揖斐川断層帯 9.0 7.1 60-6
1 武儀川断層 11.5 7.3 60-7

9.2
9.6

1 1
柳ヶ瀬・関ヶ原断層帯主部
中部

9.0 6.6 61-2

1 1
柳ヶ瀬・関ヶ原断層帯主部
南部

9.0 7.6 61-3

1 1 浦底－柳ケ瀬山断層帯 9.0 7.2 61-4
1 野坂断層帯 9.0 7.3 63-1
1 集福寺断層 9.0 6.5 63-2

1 1 湖北山地断層帯北西部 9.0 7.2 64-1
1 1 湖北山地断層帯南東部 9.0 6.8 64-2

65 琵琶湖西岸断層帯 1 1 琵琶湖西岸断層帯 10.5 7.1 65-1
66 岐阜－一宮断層帯 岐阜－一宮断層帯

10.5
10.5

68 鈴鹿東縁断層帯 1 1 鈴鹿東縁断層帯 9.9 7.5 68-1
69 鈴鹿西縁断層帯 1 1 鈴鹿西縁断層帯 11.6 7.6 69-1
70 頓宮断層 1 1 頓宮断層 8.9 7.3 70-1

1 布引山地東縁断層帯西部 9.1 7.4 71-1
1 布引山地東縁断層帯東部 11.5 7.6 71-2

72 木津川断層帯 1 1 木津川断層帯 9.1 7.3 72-1
1 1 三方断層帯 9.0 7.2 73-1
1 1 花折断層帯北部 10.5 7.2 73-2

10.5
10.7

1 山田断層帯主部 6.5 7.4 74-1
1 郷村断層帯 9.0 7.4 74-2

75
京都盆地－奈良盆地断層
帯

1 1 奈良盆地東縁断層帯 9.6 7.4 75-1

76 有馬－高槻断層帯 1 1 有馬－高槻断層帯 10.5 7.7 76-1
77 生駒断層帯 1 1 生駒断層帯 9.2 7.5 77-1

1 1 上林川断層 9.0 7.2 78-1
1 1 三峠断層 9.0 7.2 78-2

9.0
9.6

1
六甲・淡路島断層帯主部六
甲山地南縁－淡路島東岸区
間

9.6 7.9 79-1

1
六甲・淡路島断層帯主部淡
路島西岸区間

9.0 7.1 79-2

1 先山断層帯 9.6 6.6 79-3
80 上町断層帯 1 1 上町断層帯 9.2 7.5 80-1

63 2

2
養老－桑名－四日市断層
帯

71 2

78 三峠・京都西山断層帯

79

詳細法で実施した断層帯
評価しない（断層と認められない）断層帯

7.6

六甲・淡路島断層帯 3

2

布引山地東縁断層帯

8.0

7.3

野坂・集福寺断層帯

74 山田断層帯

64

三方・花折断層帯

67

73

湖北山地断層帯

60 濃尾断層帯 7

2
柳ヶ瀬・関ヶ原断層帯主部
北部

養老－桑名－四日市断層帯

2

2

2 花折断層帯中南部2

京都西山断層帯2 2 7.5

73-3

78-3

67-1

61-1

62

61 関ヶ原断層帯

柳ヶ瀬断層帯
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付表1-1(4) 主要98断層帯で発生する地震の強震動計算に用いた諸元 

 

（注）雲仙断層群南西部の長期評価は、2006年5月に一部改訂されたが、その評価結果は2006年1月1日を基準日と

した更新には反映されていない。 

Ｎｏ． 主要98断層帯名称
断層帯
断層数

計算断
層数

強震動予測を行った
断層帯名

 計算深
さ(GL-
km）

Mj(詳細
法実施
地点は

Mw)

計算断層
整理番号
（付図1－4

参照）

9.5

9.5

83
中央構造線断層帯（紀淡海
峡－鳴門海峡）

1 1
中央構造線断層帯
紀淡海峡－鳴門海峡

9.0 7.7 81-2

85
中央構造線断層帯（讃岐山
脈南縁－石鎚山脈北縁東
部）

1 1
中央構造線断層帯
讃岐山脈南縁－石鎚山脈北
縁東部

9.2 8.0 81-3

86
中央構造線断層帯（石鎚山
脈北縁）

1 1
中央構造線断層帯石鎚山脈
北縁

9.0 7.3 81-4

89
中央構造線断層帯（石鎚山
脈北縁西部－伊予灘）

1 1
中央構造線断層帯
石鎚山脈北縁西部－伊予灘

9.0 8.0 81-5

1 1 那岐山断層帯 11.8 7.0 82-1
1 1 山崎断層帯主部北西部 12.0 7.1 82-2
1 1 山崎断層帯主部南東部 12.0 6.7 82-3
1 1 草谷断層 12.0 6.7 82-4

84 長尾断層帯 1 1 長尾断層帯 9.2 7.1 84-1
1 1 五日市断層 13.0 7.0 87-1
1 1 己斐－広島西縁断層帯 8.0 6.5 87-2

88 岩国断層帯 1 1 岩国断層帯 11.5 7.6 88-1
90 菊川断層帯 1 1 菊川断層帯 9.0 7.6 90-1
91 西山断層帯 1 1 西山断層帯 9.0 7.3 91-1

1 別府湾－日出生断層帯東部 9.6 7.6 92-1
1 別府湾－日出生断層帯西部 9.6 7.3 92-2

1
大分平野－由布院断層帯東
部

9.6 7.2 92-3

1
大分平野－由布院断層帯西
部

9.6 6.7 92-4

1 野稲岳－万年山断層帯 6.5 7.3 92-5
1 崩平山－亀石山断層帯 6.5 7.4 92-6

1 1
布田川・日奈久断層帯北東
部

9.0 7.2 93-1

1 1 布田川・日奈久断層帯中部 9.0 6.6 93-2

1 1
布田川・日奈久断層帯南西
部

9.0 7.1 93-3

1 9.0 6.6
1 9.0 7.1

94 水縄断層帯 1 1 水縄断層帯 9.6 7.2 94-1
1 雲仙断層群北部 9.6 7.3 95-1
1 雲仙断層群南東部 9.6 7.1 95-2
1 雲仙断層群南西部 9.6 7.5 95-3

96 出水断層帯 1 1 出水断層帯 9.2 7.0 96-1
1 1 伊勢湾断層帯主部北部 10.4 7.2 97-1
1 1 伊勢湾断層帯主部南部 10.4 6.9 97-2
1 1 白子－野間断層 10.5 7.0 97-3

98 大阪湾断層帯 1 1 大阪湾断層帯 9.1 7.5 98-1

評価しない（断層と認められない）断層帯

92 別府－万年山断層帯 6

93

詳細法で実施した断層帯

95 雲仙断層群

87

2

82

81 2

3

伊勢湾断層帯97

布田川・日奈久断層帯中部
＋南西部

布田川・日奈久断層帯

山崎断層帯

五日市断層帯

中央構造線断層帯（金剛山
地東縁－和泉山脈南縁）

7.1
中央構造線断層帯
金剛山地東縁－和泉山脈南
縁

2

93-4

81-1
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付表1-2 海溝型地震の強震動計算に用いた諸元 

Ｎｏ．
海溝型地震

計算断層
数

 計算深度(GL-
km）

Mw
断層整理番号
（付図1-5参照）

1 南海地震 1 20.0 8.4 1

2 東南海地震 1 20.0 8.1 2

3 想定東海地震 1 20.0 8.0 3

20.0 8.4

20.0 8.1

20.0 8.1

20.0 8.0

20.0 8.4

20.0 8.1

20.0 8.0

宮城県沖地震（A1） 1 30.0 7.5 7a

宮城県沖地震（A2） 1 30.0 7.4 7b

宮城県沖地震（B） 1 20.0 7.8 7c

30.0 7.5

20.0 7.8

30.0 7.4

20.0 7.8

30.0 7.5

30.0 7.4

20.0 7.8

9 三陸沖北部地震 1 30.0 8.0 11

10 十勝沖の地震 1 25.0 8.1 12

11 根室沖の地震 1 25.0 7.9 13

13 色丹島沖の地震 1 25.0 7.8 15

14 択捉島沖の地震 1 25.0 8.1 16

15 青森県西方沖 1 6.0 7.7 17

16 山形県沖 1 17.8 7.7 18

17 新潟県北部沖 1 12.4 7.5 19

18 北海道西方沖 1 12.5 7.5 20

19 北海道南西沖 1 12.5 7.8 21

20 大正型関東地震 1 15.0 7.9 22

詳細法で実施した海溝型地震

12 十勝沖＋根室の地震 2 25.0

2 4

5 東南海＋東海 2 5

4 南海＋東南海

7

6 南海＋東南海＋東海 3

宮城県沖地震（A1+B） 2 8a

6

8
宮城県沖地震（A2+B） 2 8b

宮城県沖地震（A1+A2+B） 3 8c

8.3 14
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付図1-4(1)  主要98断層帯で発生する地震に対して予測された地表の震度分布図 
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付図1-4(2)  主要98断層帯で発生する地震に対して予測された地表の震度分布図（つづき） 

(*は、「詳細法」により強震動評価を実施した地震) 
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付図1-4(3)  主要98断層帯で発生する地震に対して予測された地表の震度分布図（つづき） 
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付図1-4(4)  主要98断層帯で発生する地震に対して予測された地表の震度分布図（つづき） 

(*は、「詳細法」により強震動評価を実施した地震) 
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付図1-4(5)  主要98断層帯で発生する地震に対して予測された地表の震度分布図（つづき） 
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付図1-4(6)  主要98断層帯で発生する地震に対して予測された地表の震度分布図（つづき） 

(*は、「詳細法」により強震動評価を実施した地震) 
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付図1-4(7)  主要98断層帯で発生する地震に対して予測された地表の震度分布図（つづき） 

(*は、「詳細法」により強震動評価を実施した地震) 
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付図1-4(8)  主要98断層帯で発生する地震に対して予測された地表の震度分布図（つづき） 

(*は、「詳細法」により強震動評価を実施した地震) 

庄川断層帯
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付図1-4(9)  主要98断層帯で発生する地震に対して予測された地表の震度分布図（つづき） 
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付図1-4(10)  主要98断層帯で発生する地震に対して予測された地表の震度分布図（つづき） 

(*は、「詳細法」により強震動評価を実施した地震) 
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付図1-4(11)  主要98断層帯で発生する地震に対して予測された地表の震度分布図（つづき） 
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付図1-4(12)  主要98断層帯で発生する地震に対して予測された地表の震度分布図（つづき） 
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付図1-4(13)  主要98断層帯で発生する地震に対して予測された地表の震度分布図（つづき） 

(*は、「詳細法」により強震動評価を実施した地震) 
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付図1-4(14) 主要98断層帯で発生する地震に対して予測された地表の震度分布図（つづき） 
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付図1-4(15) 主要98断層帯で発生する地震に対して予測された地表の震度分布図（つづき） 
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付図1-4(16) 主要98断層帯で発生する地震に対して予測された地表の震度分布図（つづき） 

(*は、「詳細法」により強震動評価を実施した地震) 

*
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付図1-4(17) 主要98断層帯で発生する地震に対して予測された地表の震度分布図（つづき） 

(*は、「詳細法」により強震動評価を実施した地震) 
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付図1-4(18) 主要98断層帯で発生する地震に対して予測された地表の震度分布図（つづき） 

(*は、「詳細法」により強震動評価を実施した地震) 

大分平野－由布院断層帯 
東部 

大分平野－由布院断層帯
西部 
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付図1-4(19) 主要98断層帯で発生する地震に対して予測された地表の震度分布図（つづき） 

(*は、「詳細法」により強震動評価を実施した地震) 

 

# 

# 雲仙断層群南西部の長期評価は、

2006年5月に一部改訂されたが、

その評価結果は2006年1月1日を

基準日とした更新には反映され

ていない。 
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付図1-4(20) 主要98断層帯で発生する地震に対して予測された地表の震度分布図（つづき） 
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1 南海地震                  2 東南海地震 

 

          
3 想定東海地震 

 
付図1-5(1)  各海溝型地震に対して予測された地表の震度分布図 
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4 東南海地震－南海地震（連動）        5 想定東海地震－東南海地震（連動） 

 

       
6 想定東海地震－東南海地震－南海地震（連動） 

 
付図1-5(2)  各海溝型地震に対して予測された地表の震度分布図（つづき）
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7a 宮城県沖地震（A1）             7b 宮城県沖地震（A2） 

 

 
7c 宮城県沖地震（B）             8a 宮城県沖地震（A1+B） 

 
付図1-5(3)  各海溝型地震に対して予測された地表の震度分布図（つづき） 

(*は、「詳細法」により強震動評価を実施した地震)

＊ ＊ 
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8b 宮城県沖地震（A2+B）             8c 宮城県沖地震（A1+A2+B） 

 

 

 

9 三陸沖北部の地震             10 十勝沖の地震 

 

付図1-5(4) 各海溝型地震に対して予測された地表の震度分布図（つづき） 

(*は、「詳細法」により強震動評価を実施した地震)

＊ 
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11 根室沖の地震             12 十勝沖の地震＋根室沖の地震（連動） 

 

 
13 色丹島沖の地震             14 択捉島沖の地震 

 

 
付図1-5(5) 各海溝型地震に対して予測された地表の震度分布図（つづき）
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17 新潟県北部沖の地震             18 北海道西方沖の地震 

 
 

付図1-5(6)  各海溝型地震に対して予測された地表の震度分布図（つづき） 

15 青森県西方沖の地震               16 山形県沖の地震 
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19 北海道南西沖の地震               20 大正型関東地震 

 

付図1-5(7)  各海溝型地震に対して予測された地表の震度分布図（つづき） 



 

254 

付録２． 中央防災会議による東海地震、東南海地震、南海地震を想定した強震動評価結果の紹介 

  

 中央防災会議では、東海地震、東南海地震、南海地震の防災対策を講じるため、「東海地震に関

する専門調査会」、「東海地震対策専門調査会」及び「東南海、南海地震等に関する専門調査会」

を発足し、予測される震度分布等を公表している。ここでは、公表されている会議資料を参照し、

その結果について紹介する。 

中央防災会議では、東海、東南海、南海地震等の発生ケースについて、これまでの活動履歴を考

慮して、次の６つのケースを検討している。 

（１）東海地震単独で発生する場合 

（２）東南海地震単独で発生する場合 

（３）南海地震単独で発生する場合 

（４）東海地震と東南海地震の震源域が同時に破壊される場合 

（５）東南海地震と南海地震の震源域が同時に破壊される場合 

（６）東海地震、東南海地震、南海地震の震源域が同時に破壊される場合 

 

 付図2.1-1、2に各ケースのアスペリティモデル（震源断層モデル）を示す。震源域については、

地震調査委員会での検討結果等を踏まえ、強震動計算結果と過去の地震に被害実態とを比較検討し、

必要な修正を行った上で設定している。 

付図2.1-3～8に各ケースの震度分布図を示す。震度の色調は、地震調査委員会が公表している強

震動結果の表示に用いるものに統一していることに注意されたい。また、東海地震については、想

定した４ケースの最大値を用いた震度分布図をここでは示している。 

なお、詳細については、中央防災会議のホームページ（http://www.bousai.go.jp/jishin/chubou/）を参

照されたい。 
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付図2-1 中央防災会議による東海地震・東南海地震・南海地震のアスペリティモデル
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付図2-2 中央防災会議による東南海地震・南海地震のアスペリティモデル図 
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付図2-3 中央防災会議が推定した､東海地震が発生する場合の震度分布図 

震
度
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付図2-4 中央防災会議が推定した､東南海地震が発生する場合の震度分布図 

震
度
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付図2-5 中央防災会議が推定した､南海地震が発生する場合の震度分布図 

震
度
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付図2-6 中央防災会議が推定した､東海地震と東南海地震の震源域が同時に破壊される場合の 

震度分布図 

震
度
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付図2-7 中央防災会議が推定した､東南海地震と南海地震の震源域が同時に破壊される場合の 

震度分布図 

震
度



 

262 

 
 

付図2-8 中央防災会議が推定した､東海地震、東南海地震、南海地震の震源域が同時に破壊される

場合の震度分布図 

 

震
度
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